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研究成果の概要（和文）： 
 本研究では、自治体が知財政策を行うことの根拠と範囲を理論的に検討した。次いで、全国
自治体での知財政策の実施状況に関する実態を調査し、様々な知財政策による政策効果を実証
的に分析した。さらに産学連携等の NW 構築や複合用途の高密度集積による生産性の増進効果を
解明した。これらの分析を通じて、知財関連法制度の改善課題を明らかにしたうえで、自治体
にとって有益なツールとなる知財政策の効果計測手法を開発した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research examined theoretically the basis and appropriate range of intellectual 
property policies performed by local government. Subsequently, the actual condition about 
the enforcement of the intellectual property policies in local government was 
investigated, and the policy effects by various intellectual property policies were 
analyzed positively. Furthermore, the enhancement effect of the productivity by NW 
construction of industry-university cooperation etc. or high-density land use of mixed 
use was revealed. After clarifying the improvement subject of intellectual property 
related legal system through these analyses, the effect measurement method of the 
intellectual property policies used as a tool useful for local government was developed. 
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 9,600,000 2,880,000 12,480,000 

2007 年度 8,600,000 2,580,000 11,180,000 

2008 年度 8,100,000 2,430,000 10,530,000 

2009 年度 5,200,000 1,560,000 6,760,000 

  年度  

総 計 31,500,000 9,450,000 40,950,000 
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 知的財産に対する政府の関与・介入に関し
ては、多くの理論的・実証的研究課題が残さ
れている。 
① 知財保護に関するトレードオフ……知
財保護とは、政府による人為的な独占状態の
創出である。その保護を強化することは、優
れた発明や著作を生み出す動機付けを知財
生産者に対して与え、その限りでは社会を豊
かにする。しかしながら独占市場では、死荷
重が発生する。正の効果を最大限発揮させつ
つ負の効果を極小化するための条件は、解明
されていない。 
② 知財生産に係るセクター間の役割分担
……基礎技術開発は、外部経済効果を有する。
しかしながら、直ちに政府が直接に技術開発
を担うことを正当化する根拠にはならない。
民間企業に対する政府補助という手段もあ
る。技術開発分野に応じた適切な役割分担や
補助の程度は解明されていない。 
③ 技術開発支援に係る国と地方の役割分
担……基礎技術開発は、消費における排除不
可能性及び排競合性という純粋公共財とし
ての性格を有するため、本来、国が実施すべ
き政策である。にもかかわらず、今日では、
地方自治体も積極的な支援施策を展開して
いる。その理論的根拠は、明確ではないし、
その効果の実証分析もなされていない。 
(2) 背景 
 本研究は、このような研究課題の中で、特
に地方自治体に着目する。現在、多くの地方
自治体が、①公立大学を含む公共研究機関に
よる技術開発・移転、②産官学連携のための
コーディネートや地域クラスター形成支援、
③ベンチャー等創業支援のための税・融資・
補助、④特許権の取得や保護等、知財実施の
ためのコンサルティング等を積極的に展開
し、多額の公金と多数の人員を投入している。 
 しかしながら広範・多岐に亘るこれら政策
に関しては、公的介入の理論的根拠もなく、
効果の実証分析もない。このため厳しい財政
制約の中、予算措置困難等の理由により、必
要な施策の展開ができない場合がある。その
一方で、「知財ブーム」の下、過剰な市場介
入・公金投入により、むしろ企業活力を阻害
している場合も伺える。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、これら自治体による取り組みを
「自治体知財政策」と呼び、自治体が知財政
策を行うことが何故必要なのか、どこまで行
うことが適切なのかに関する理論検討を行
う。次いで、全国地方自治団体における知財
政策の実施状況に関する詳細な実態調査を
行ったうえで、様々な知財政策を実施した場
合の政策効果を実証的に分析する。くわえて、
これら施策による直接効果のみならず、地域
における産産・産学連携等の NW 構築や、都

市中心部における複合用途の高密度集積が
都市型知財産業のインキュベートを通じて
もたらす地域生産性の増進効果を解明する。 
 これらの分析を通じて、地方自治体の知財
を取り巻く制度・システムの問題点を摘出し、
改善方策についての法制度設計を行うとと
もに、自治体が知財政策に取り組む際に、施
策の妥当性・有効性を検証するためのツール
としての効果計測手法を開発することを目
的として、本研究を実施した。 
 
３．研究方法 
(1)自治体知財政策の法と経済学的分析 
 国ではなく地方自治体が、各政策を通じて
市場に介入し、公的資金投入等を行うことの
根拠及び妥当性を、実態調査を踏まえつつ、
法と経済学の理論から検証する。 
(2)自治体知財施策実施状況・実態調査 
都道府県及び主要都市を対象として、特
許・実用新案・意匠・商標権等に係る知財施
策につき、制度整備状況、人員配置、予算、
成果等について、アンケート調査及び統計デ
ータ収集により、実態調査する。 
(3) 自治体知財政策による効果の実証分析 
 (1)による実態データ分析から、①知財戦
略策定、②新規開業・ベンチャー支援、③地
域団体商標の活用、④植物新品種開発・活用
等の費用・便益を分析することにより、政策
効果分析の実証分析を行う。 
(4)知財による地域生産性増進効果の分析 
 新事業・新産業創出の環境整備を目的とし
た産業クラスター計画に取り組む地域を対
象として、産学・産産・異業種連携の NW 構
築が、研究開発、特許出願、新商品開発、新
サービス提供等のパフォーマンス向上に与
える効果を分析する。 
② 高度集積による知財産業振興効果 
 都市中心部における複合用途の高密度集
積を実現する再開発事業の収益性を分析す
ることにより、都市型知財産業のインキュベ
ータ機能による産業振興効果を計測する。く
わえて、再開発法制改善による収益性増進効
果を解明する。 
 (5)知財政策の法制度設計 
 以上の成果を踏まえ、自治体知財政策の推
進課題をとりまとめるとともに、法制度改善
課題を摘出する。 
 
４．研究成果 
 (1)自治体知財政策に関する法と経済分析 
 中央政府ではなく地方自治体が知財政策
を実施することの根拠として、①地域固有の
商品に関する技術開発が地方公共財として
の性格を有すること、②弁理士、弁護士等の
資格制度や、借家法制・担保執行法制に不備
があり、その歪みを相殺するためにも、知財
実施に関するコンサルティング、オフィス提



 

 

供など、創業支援融資等施策が要請されてい
ること 
を解明した。 
 (2)自治体知財政策による効果の実証分析 
 都道府県等を対象としたアンケート調査
等により、地財施策実施状況を実態調査する
とともに、政策効果等についての分析を行っ
た。 
①都道府県における知財戦略策定効果分析 
 都道府県における知財戦略は、知的財産権
の創造、保護、活用を推進し、地方経済を活
性化させることを目的として策定される。実
態調査によると、2006 年までに 22 都道府県
が策定していた。またその時点で 15 県が、
今後、策定予定としていた。 
 こうした地方自治体の知的財産戦略が、特
許出願数、商標出願数にどのような影響を与
えたか、Difference in Differences Analysis
を用いて分析した結果、次の結果を得た。第
一に、知的財産戦略を策定した都道府県の特
許出願数及び商標出願数には、統計的に有意
な上昇が見られた。第二に、知的財産推進戦
略を策定した年度ごとに都道府県を分けて
計画の効果を推計したところ、2003 年度に知
的財産推進計画を策定した都道府県のみで
有意に特許出願数・商標出願数が増加するこ
とが確認された。この結果は、先進的な都道
府県のみで知的財産推進計画が効果を持つ
ことを意味し、必ずしもすべての都道府県で
知的財産推進計画が効果を持つとは限らな
いことを示唆する。 
②新規開業・ベンチャー支援施策の効果分析 
 特に新規開業支援、ベンチャー育成を目的
とした融資及びインキュベート・オフィス提
供は、すべての都道府県が積極的に推進して
いる。しかしながら、これら創業融資や補助
の増大は、新規開業数の増大に寄与していな
いことを明らかにした。 
③地域団体商標活用施策の効果分析 
 地方公共団体における流通チャネル整備
等、地域団体登録商品を活用した地域ブラン
ド戦略等について事例調査を行うとともに、
商品の生産・流通に関する実態データを収
集・分析した。この結果、例えば東京中央卸
売市場における和牛取扱量（2006 年度）は、
地域団体商標登録県では重量、金額とも 12％
増を示したが、その他都道府県では、重量
2.5％増、価格 1.8％増に留まっている等、地
域団体商標の活用効果を明らかにした。 
④植物新品種開発・活用施策の効果分析 
 植物新品種に関する県外許諾に関しては、
県内生産者数及び品種特性に応じて判断し
ていること等を明らかにした。例えばいちご
の新品種に関しては、従来「あまおう」（福
岡県）のように県外許諾を認めていなかった
が、「さがほのか」（佐賀県）で県外特許を実
施（2003 年）したところ、全国シェアは 9.2％

（2005 年）から 12.9％（2006 年）へと増大
した。 
 (3)知財による地域生産性増進効果の分析 
①地域クラスターにおける産産連携等 NW 構
築効果の分析 
 地域における産学・産産・異種連携の NW
構築を通じて、新事業・新産業を生み出す環
境を整備する産業クラスター計画に取り組
む地域を対象として、研究開発、特許出願、
新商品開発、新サービス提供等のパフォーマ
ンス向上に与える要因分析を行った。この結
果、産産連携（具体的には事業連携実施企業）
比率が 1％ポイント増大すると、新規研究開
発実施企業比率が 0.79％ポイント、特許出願
企業比率が 0.48％ポイント、新規商品化・製
品化企業比率が 0.76％ポイントそれぞれ増
大し、有意な効果があることが示された。一
方、産学連携に関しては、いずれも有意な影
響を与えないことが示された。 
②高度集積による知財産業振興効果 
 都市中心部が IT やコンテンツ産業など都
市型知財産業のインキュベータとして機能
するためには、複合用途の高密度集積が必要
となる。これら複合集積を実現する市街地再
開発事業は、現行法制度のもとでは、地権者
による全員同意が実質的に求められるため
権利調整費用が高額化すること及び借家人
保護制度のため借家人対策が困難なことか
ら、収益性が低下している。これら法制度の
改善がなされれば、再開発事業の収益は 42％
増大することを解明した。 
 このように再開発が推進され、都市型知財
産業等が高密度に集積することが、税収増を
通じて、財政改善にも寄与する。ケーススタ
ディにより、敷地面積の 107,400 ㎡の工場跡
地で行われる複合用途開発による自治体に
とっての事業収支を試算したところ、60年間
での累積収支（現在価値）は、都道府県で＋
3億 4160 万円、市町村で＋5820 万円となり、
財政収支にプラスの影響を与えることを明
らかにした。 
 ただし高密度集積は、高層建築を通じて周
囲の眺望、日照等を悪化させ、また自動車発
生集中交通量増大による渋滞を通じて騒音
等被害をもたらす。ある地方中核都市の中心
市街地で地価（相続税路線価）データを収集
し、その説明要因について分析したところ、
南側の天空遮蔽率が 10％増大すると地価は
4％下落、昼間 12 時間騒音が 10dB 増大する
と地価は 12％下落、電線が地中化されると地
価が 5％上昇することを明らかにした。なお
地方都市における３階建迄の建物が５棟立
地した面積 2,300m2 の地区が、地上 13 階の
マンション（１階部分は店舗・駐車場等）に
建替えられた事業を対象にケーススタディ
した結果、その社会的便益・費用を、景観改
善効果（電線地中化）・悪化影響（天空遮蔽



 

 

率の増大）、環境負荷増大影響（発生集中交
通による騒音増大）を含めて事後的に推計し
たところ、便益が 45.7 億円、費用が 27.2 億
円であること、事業の有無による税収支累計
の差額は約 6,300万円黒字であることを解明
した。 
 (4) 知財政策の法制度設計 
 以上の成果を踏まえ、自治体知財政策の改
善課題をとりまとめるとともに、法制度改善
課題を摘出した。特に知財を取り巻く制度改
善課題として、①新規開業を阻害する借家制
度の改善による賃貸オフィス市場の円滑化
のため、正当事由を具備要件を客観化するた
めの金銭支払基準を策定するとともに、②企
業融資活性化のための担保・執行法制改善を
目的とした非司法競売導入スキームを構築
した。 
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